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令 和 ６年 度  深 谷 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算  

 

（ 総 則 ） 

第 １ 条  令 和 ６ 年 度 深 谷 市 下 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に

よ る 。 

（ 業 務 の 予 定 量 ） 

第 ２条  業 務 の予 定 量 は 、次 の と おりと す る 。 

（ １ ）  公 共 下 水 道 事 業  

ア  処 理 戸 数 ３ ４ ， ７ ８９  戸  

イ  年 間 有 収 水 量 ８ ， ４ ４ ７ ，２ ６ ３  ㎥  

ウ  一 日 平 均 有 収 水 量 ２ ３ ， １ ４３  ㎥  

エ  主 要 な 建 設 改 良 事 業 １ ， ６ ３ ６ ，１ １ ２  千 円  

 （ ア ）  汚 水 管 渠 建 設 費 １ ， ４ ８ ８ ，８ ３ ３  千 円  

 （ イ ）  雨 水 管 渠 建 設 費 １ ４ ， ９ ４０  千 円  

 （ ウ ）  浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 建 設 費 １ ３ ２ ， ３３ ９  千 円  

（ ２ ）  農 業 集 落 排 水 事 業 

ア  処 理 戸 数 ６ ， ４ ２ ３  戸  

イ  年 間 有 収 水 量 １ ， ６ ３ ４ ，２ ７ １  ㎥  

ウ  一 日 平 均 有 収 水 量 ４ ， ４ ７ ７  ㎥  

エ  主 要 な 建 設 改 良 事 業 ９ ９ ， ４ ７６  千 円  

 
（ア） 農業集落排水処理 
  施 設 建 設 費 

９ ９ ， ４ ７６  千 円  
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（ 収 益 的 収 入 及 び支 出 ） 

第 ３条  収 益 的 収 入 及 び支 出 の予 定 額 は 、次 の と おり と定 め る 。 

収    入  

第 １款  公 共 下 水 道 事 業 収 益 ２ ， ７ ６ ０ ，８ ３ ８  千 円  

第 １項  営 業 収 益 １ ， ８ ４ ３ ，２ ４ ０  千 円  

第 ２項  営 業 外 収 益 ８ ４ ３ ， ９９ ６  千 円  

第 ３項  附 帯 事 業 収 益 ７ ３ ， ６ ０２  千 円  

第 ２款  農 業 集 落 排 水 事 業 収 益 ８ １ ０ ， ７８ ６  千 円  

第 １項  営 業 収 益 ３ １ ７ ， ７９ ６  千 円  

第 ２項  営 業 外 収 益 ４ ９ ２ ， ９９ ０  千 円  

                   支    出  

第 １款  公 共 下 水 道 事 業 費 用 ２ ， ６ ０ ２ ，９ ０ ５  千 円  

第 １項  営 業 費 用 ２ ， ３ ８ ９ ，９ ５ １  千 円  

第 ２項  営 業 外 費 用 １ ７ ６ ， ００ ４  千 円  

第 ３項  附 帯 事 業 費 用 ２ ６ ， ４ ５０  千 円  

第 ４項  特 別 損 失 ５ ０ ０  千 円  

第 ５項  予 備 費 １ ０ ， ０ ００  千 円  

第 ２款  農 業 集 落 排 水 事 業 費 用 ８ ５ ６ ， １６ ３  千 円  

第 １項  営 業 費 用 ８ ０ ３ ， ５７ ０  千 円  

第 ２項  営 業 外 費 用 ４ ７ ， ３ ４３  千 円  

第 ４項  特 別 損 失 ２ ５ ０  千 円  

第 ５項  予 備 費 ５ ， ０ ０ ０  千 円  
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（ 資 本 的 収 入 及 び支 出 ） 

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収

入 額 が資 本 的 支 出 額 に 対 し 不 足 す る額 １ ， ４ ２ ０ ， ７ ９ ８ 千 円 は 、 過 年 度 分

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ６ ， ８ ８ ３ 千 円 、 当 年 度 分 消

費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ７ ０ ， ８ １ ５ 千 円 、 過 年 度 分 損

益 勘 定 留 保 資 金 ８５ ８ ， ５ ０ ８ 千 円 及 び当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 ４ ８ ４ ，

５ ９ ２千 円 で補 てん す る もの と す る 。） 。  

収    入  

第 １款  公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入 １ ， ７ ４ ９ ，５ ５ ７  千 円  

第 １項  企 業 債 １ ， ２ ２ ６ ，５ ０ ０  千 円  

第 ２項  負 担 金 ５ ４ ， ５ ７７  千 円  

第 ３項  国 庫 補 助 金 ３ ９ ４ ， ８０ ０  千 円  

第 ５項  返 還 金 １ ， ２ １ ０  千 円  

第 ６項  他 会 計 出 資 金 ７ １ ， ９ ６８  千 円  

第 ８項  基金積立金利息 ５ ０ ２  千 円  

第 ２款  農業集落排水事業資本的収入 ２ ４ １ ， ３８ ３  千 円  

第 １項  企 業 債 １ ５ ５ ， １０ ０  千 円  

第 ４項  県 補 助 金 １ ６ ， ０ ００  千 円  

第 ６項  他 会 計 出 資 金 ５ ０ ， ４ ３７  千 円  

第 ７項  分 担 金 １ ７ ， ８ ０２  千 円  

第 ８項  基金積立金利息 ２ ， ０ ４ ４  千 円  

支    出  

第 １款  公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出 ２ ， ９ ２ １ ，９ ４ ５  千 円  

第 １項  建 設 改 良 費 １ ， ７ ０ ９ ，４ ３ ３  千 円  

第 ２項  償 還 金 １ ， ２ ０ ０ ，８ ０ ０  千 円  

第 ３項  投 資 １ ， ７ １ ２  千 円  

第 ４項  予 備 費 １ ０ ， ０ ００  千 円  

第 ２款  農業集落排水事業資本的支出 ４ ８ ９ ， ７９ ３  千 円  

第 １項  建 設 改 良 費 ９ ９ ， ５ ９２  千 円  

第 ２項  償 還 金 ３ ８ ３ ， １５ ７  千 円  

第 ３項  投 資 ２ ， ０ ４ ４  千 円  

第 ４項  予 備 費 ５ ， ０ ０ ０  千 円  
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（ 債 務 負 担 行 為 ） 

第 ５ 条  債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と

お り と定 め る 。 

事          項  期     間  限   度   額  

水 洗 化 促 進 改 造 資 金 貸 付 に

係 る 損 失 補 償 （ 令 和 ６ 年 度 ）  

水 洗 化 促 進 改 造 資 金 融 資

あ っ せ ん 制 度 適 用 期 間 中  

借 り 入 れ た 資 金 及

び 利 子  

水 洗 化 促 進 改 造 資 金 利 子 補

給 （ 令 和 ６ 年 度 ）  

水 洗 化 促 進 改 造 資 金 融 資

あ っ せ ん 制 度 適 用 期 間 中  

借 入 額 に 対 す る 利

子 相 当 額  

公 共 下 水 道 管 路 施 設 維 持 管

理 業 務 委 託  

令 和 ７ 年 度 か ら 令 和 １ ０ 年 度

ま で  
２ ５ １ ， ０ ０ ０ 千 円  

管 渠 施 設 維 持 管 理 費  令 和 ７ 年 度 ま で  ３ ， ５ ０ ０ 千 円  

処 理 施 設 維 持 管 理 費  令 和 ７ 年 度 ま で  ４ ５ ２ ， ５ ０ ０ 千 円  

ト イ レ 清 掃 業 務 委 託  
令 和 ７ 年 度 か ら 令 和 ８ 年 度

ま で  
９ ０ ０ 千 円  

下 水 道 使 用 料 等 徴 収 事 務 経

費 負 担 金  
令 和 ７ 年 度 ま で  ６ １ ， ６ ０ ０ 千 円  

事 務 所 等 賃 借 料  令 和 ７ 年 度 ま で  １ ， ９ ０ ０ 千 円  

損 害 共 済 等 保 険 料  令 和 ７ 年 度 ま で  ２ ， ０ ０ ０ 千 円  

シ ス テ ム 保 守 業 務 費  令 和 ７ 年 度 ま で  １ ， ８ ０ ０ 千 円  
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（ 企 業 債 ） 

第 ６ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び償 還 の 方 法 は 、 次 の

と お り と定 め る 。 

起 債 の 目 的  限 度 額  起 債 の 方 法  利 率  償 還 の 方 法  

 千 円  

普 通 貸 借  

又 は  

証 券 発 行  

４ ％ 以 内 （ た
だ し 、 利 率 見 直
し 方 式 で 借 り 入
れ る 資 金 に つ い
て 、 利 率 の 見 直
し を 行 っ た 後 に
つ い て は 、 当 該
見 直 し 後 の 利
率 ）  

借 入 先 の 定 め る
融 資 条 件 に 従 う も
の と す る 。  

た だ し 、 市 財 政
の 都 合 に よ り 据 置
期 間 及 び 償 還 期
限 を 短 縮 し 、 又 は
繰 上 償 還 も し く は
低 利 に 借 換 え す る
こ と が で き る 。  

公 共 下 水 道 事 業 １ ， ０ ２ ８ ， ８ ０ ０  

流 域 下 水 道 事 業  

建 設 負 担 金 
５ ３ ， ５ ０ ０  

農 業 集 落 排 水 事 業 ６ ４ ， ６ ０ ０  

資 本 費 平 準 化 債  ２ ３ ４ ， ７ ０ ０  

計  １ ， ３ ８ １ ， ６ ０ ０     
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（ 予 定 支 出 の各 項 の 経 費 の金 額 の流 用 ） 

第 ７条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と がで き る 場 合 は 、 次 の

と お り と定 め る 。 

（ １ ）営 業 費 用 

（ ２ ）営 業 外 費 用 

（ ３ ）附 帯 事 業 費 用 

（ ４ ）特 別 損 失 

（ ５ ）建 設 改 良 費 

（ ６ ）償 還 金 

（ ７ ）投 資 

  

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こと の で き な い経 費 ） 

第 ８ 条  次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の

金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合

は 、 議 会 の議 決 を 経 な け れ ばなら な い。  

（ １ ）職 員 給 与 費      １ ７ ３ ， ５５ ８ 千 円  

 

 

  令 和 ６年 ２月 ２２日 提 出  

 

深 谷 市 長   小  島   進    
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地方公営企業法施行令第１７条の２の規定による

予　算　に　関　す　る　説　明　書
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１

１

２

１

２ 営業外収益

１ 営業収益

・固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

（うち仮受消費税及び地方消費税 156,513千円）

・年間有収水量　1,634,271㎥

款 項 目

令和６年度 深谷市下水道事業会計予算実施計画

（単位：千円）

９ 雑収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

・固定資産取得に係る国庫補助金等の減価償却費相当額

（うち仮受消費税及び地方消費税 192,114千円）

（うち仮受消費税及び地方消費税 156,513千円）

・預金利息、有価証券利息

公共下水道事業
収益

１

（うち仮受消費税及び地方消費税額 18千円）

73,602

916

予定額 備　　　　　考

（うち仮受消費税及び地方消費税 163,223千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,116千円）

166

273,243

農業集落排水事
業収益

（うち仮受消費税及び地方消費税 28,891千円）

317,796

（うち仮受消費税及び地方消費税 6,692千円）

３ 附帯事業収益

（うち仮受消費税及び地方消費税 28,891千円）

９ 雑収益

（うち仮受消費税及び地方消費税 6,692千円）

317,796

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,148千円）

受取利息及び配
当金

・行政財産使用料

２ 他会計負担金 ・汚水処理等に係る一般会計負担金

2,556

1,721,643 ・年間有収水量　8,447,263㎥

８ その他営業収益

1,843,240

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,116千円）

843,996

（うち消費税及び地方消費税相当額 32千円）

５ 他会計負担金 120,681 ・雨水処理に係る一般会計負担金

225,215

・下水道指定工事店指定証交付手数料　ほか

１ 下水道使用料

受取利息及び配
当金

太陽光発電事業
収入

２ 農業集落排水使
用料

（うち仮受消費税及び地方消費税 18千円）

810,786

2,760,838

（うち仮受消費税及び地方消費税 28,891千円）

593,375

２ 他会計負担金

・行政財産使用料　ほか

（うち消費税及び地方消費税相当額 32千円）

22,247

・汚水処理等に係る一般会計負担金218,646

消費税及び地方
消費税還付金

（うち消費税及び地方消費税相当額 千円）

603

（うち消費税及び地方消費税相当額 千円）

下水道事業収益的収入　合計 3,571,624

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,148千円）

492,990

５ 長期前受金戻入

２ 営業外収益

73,602

935 ・有価証券利息

５ 長期前受金戻入

１ 営業収益

１０
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・

・ (会計年度任用職員1人）

・

・ (会計年度任用職員1人）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

３

・

・

・ 下水道使用料過年度減額調定

手 数 料 ほ か

181,020千円

521千円

671千円

708千円

７ 総係費 224,169

（うち仮払消費税及び地方消費税 12,201千円）

(職員1人)

無形固定資産減価償却費

16,500千円

88,398千円

257千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 55,346千円）

３ 処理場費 614,128

（うち仮払消費税及び地方消費税 31千円）

５ 普及促進費 20,932

負 担 金

研 修 費

保 険 料

附帯事業費用

500４ 特別損失

10,000

企 業 債 利 息

2,215千円

５ 予備費 10,000

賃 借 料

（うち仮払消費税及び地方消費税 545千円）

500

太陽光発電事業
費用

2,246千円

法 定 福 利 費

備消耗品費ほか

修 繕 費

動 力 費

燃 料 費 ほ か

646千円

３ 雑支出 294

1,466,495 1,444,563千円

目

９ 資産減耗費

21,932千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 71,554千円）

３

有形固定資産減価償却費

法 定 福 利 費

委 託 料

通 信 運 搬 費

職 員 給 与 費

備 消 耗 品 費

30,119千円

減価償却費ほか

659千円

(職員4人)

6,890千円

4,463千円

8,151千円

1,694千円備 消 耗 品 費

388千円

１

委 託 料

支　　　出

動 力 費

備消耗品費ほか

１ 公共下水道事業
費用

2,602,905

修 繕 費

職 員 給 与 費

法 定 福 利 費

56,780

（単位：千円）

１ 管渠費

款

15,622千円 (職員2人)

８ 減価償却費

26,450

１ 予備費

１ 支払利息

1,291千円

6,964千円 (職員1人)

2,389,951

予定額

職 員 給 与 費

176,004

過年度損益修正
損

光 熱 水 費

4,955千円

4,179千円

195千円

(職員1人)

（うち仮払消費税及び地方消費税 545千円）

職 員 給 与 費

２ 営業外費用

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費

24,738千円

備　　　　　考

3,133千円

7,447

499,594千円

１ 営業費用

355千円

項

（うち仮払消費税及び地方消費税 72,099千円）

職 員 給 与 費

175,710

26,450

20,928千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 3,976千円）

9,437千円

委 託 料 5,522千円
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・

・ (会計年度任用職員1人）

・

・ (会計年度任用職員1人）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

８ 減価償却費 ・

・

・ 農業集落排水使用料過年度減額調定

委 託 料

項 目 予定額 備　　　　　考

5,000

713千円

有形固定資産減価償却費

5,000

款

1,757千円

604千円

９ 資産減耗費 10,882

803,570

185千円

３ 処理場費

２ 営業外費用 47,343

250

手 数 料

77,005千円

負 担 金 10,670千円

５ 予備費

４ 特別損失

12,015

企 業 債 利 息

修 繕 費

委 託 料 484千円

433,664

７ 総係費

304千円

2,411千円

修 繕 費 5,907千円

動 力 費

通 信 運 搬 費

5,537千円 (職員1人)

(職員1人)

(職員1人)職 員 給 与 費 7,601千円

１ 営業費用

5,582千円

3,059千円

2,000千円

賃 借 料

24,583

職 員 給 与 費

下水道事業収益的支出　合計

250

動 力 費

１ 支払利息

１ 予備費

（うち仮払消費税及び地方消費税 29,934千円）

法 定 福 利 費

556千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 1,281千円）

１ 管渠費 職 員 給 与 費

通信運搬費ほか

法 定 福 利 費

3,459,068

（うち仮払消費税及び地方消費税 102,033千円）

228,346千円

856,163

過年度損益修正
損

３

47,343

委 託 料

（うち仮払消費税及び地方消費税 251千円）

322,426

5,014千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 29,934千円）

光 熱 水 費 ほ か 732千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 28,402千円）

保 険 料 ほ か 557千円

農業集落排水事
業費用

２

法 定 福 利 費

12
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・

２ ・

４

・ 社会資本整備総合交付金

・

１ 他会計出資金 ・

１

・

４

・ 彩の国ゆたかなむらづくり整備事業補助金

・

８

１ ・基金積立金利息

資本費平準化債

基金積立金利息

資本費平準化債

90,500

50,437

16,000

下水道事業資本的収入　合計

１ 建設企業債 64,600

目

502

６ 他会計出資金

３ 国庫補助金

２ 負担金

下水道施設整備に対する出資金

17,802

71,968

241,383

（うち消費税及び地方消費税相当額 3,074千円）

71,968

2,044

１ 県補助金

１ 建設企業債

１ 投資返還金

16,000

50,437

農業集落排水処理施設整備基金運用利息

４ 県補助金

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,455千円）

２ 農業集落排水事
業資本的収入

８ 基金積立金
   利息

１ 他会計出資金

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,619千円）

１ 国庫補助金

５ 返還金

（単位：千円）

1,028,800

144,200

公共下水道事業

収　　　入

予定額

１ 企業債

54,577

公共下水道事業
資本的収入

項

資 本 的 収 入 及 び 支 出

2,044

６ 他会計出資金

１ 受益者分担金

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,619千円）

17,802

1,990,940

７ 分担金

・

農業集落排水事業

155,100

款

53,500

1,226,500

水洗化促進改造資金融資あっせん預託金返還金

１

（うち消費税及び地方消費税相当額 35,891千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 1,455千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 4,962千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 35,891千円）

農業集落排水施設整備に対する出資金

502

流域下水道事業建設負担金

２ 受益者負担金

備　　　　　考

基金積立金利
息

１ 企業債

（うち消費税及び地方消費税相当額 43,927千円）

1,210

1,749,557

1,210

公共下水道事業基金運用利息

394,800

54,525

（うち消費税及び地方消費税相当額 4,957千円）

（うち消費税及び地方消費税相当額 40,853千円）

394,800

１ 工事負担金 52

（うち消費税及び地方消費税相当額 5千円）

流域下水道事業
債

13



１ ・

・

・

・

・

・

・

２ ・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

５

６

７

２

・

・

・

・

・

５

職 員 給 与 費

（うち仮払消費税及び地方消費税 132,117千円）

備消耗品費ほか 1,679千円

1,488,833

目

職 員 給 与 費 6,988千円 (職員1人)

３

職 員 給 与 費 5,609千円 (職員1人)

１ 建設改良費

４

工 事 請 負 費 1,202,341千円

補 償 金 98,628千円

修 繕 費

報 償 費

10,444千円

1,200,800

1,210

２ 基金積立金 502

10,000

（うち仮払消費税及び地方消費税 11千円）

職 員 給 与 費 (職員2人)

27,232千円 (職員5人)

（単位：千円）

66,000千円

工 事 請 負 費

職 員 給 与 費

（うち仮払消費税及び地方消費税 149,502千円）

１ 基金積立金

116

（うち仮払消費税及び地方消費税 7,901千円）

委 託 料

１ 企業債償還金

委 託 料

１ 建設改良費

2,366千円

10,000

水洗化促進改造資金融資あっせん預託金

・

3,237千円

1,200,800

2,358千円

132,339

受益者負担金業
務費

法 定 福 利 費

1,709,433

備　　　　　考

（うち仮払消費税及び地方消費税 149,502千円）

297千円

7,327千円

56,650千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 11,163千円）

支　　　出

2,921,945

12,838

流域下水道建設
負担金
熊谷下水道建設
負担金

77,704千円

489,793

（うち仮払消費税及び地方消費税 7,901千円）

４ 予備費

53,606

8,657千円

・

・

公共下水道事業基金運用利息積立金

１ 予備費

農業集落排水事
業資本的支出

１

法 定 福 利 費 2,335千円

項

150,190千円

３ 投資

(職員1人)

4千円旅 費

法 定 福 利 費

公共下水道事業
資本的支出

１

8,466千円

委 託 料

工 事 請 負 費

14,940

予定額

２ 償還金

2,044

農業集落排水処
理施設建設費

１

2,044

３ 投資

４ 予備費

１ 予備費

・ 農業集落排水処理施設整備基金運用利息積立金

99,476

（うち仮払消費税及び地方消費税 7,890千円）

・ 企業債元金383,157

２ 償還金

305千円備消耗品費ほか

工 事 請 負 費

委 託 料

（うち仮払消費税及び地方消費税 4,874千円）

1,683千円

法 定 福 利 費

（うち仮払消費税及び地方消費税 92千円）

99,592

（うち仮払消費税及び地方消費税 211千円）

浄化センター建
設費

備消耗品費ほか 567千円

法 定 福 利 費

5,000

下水道事業資本的支出　合計
（うち仮払消費税及び地方消費税 157,403千円）

3,411,738

款

5,610千円

1,712

1,012

企業債元金

5,000

1,742千円

383,157

旅 費 ほ か 7千円

（うち仮払消費税及び地方消費税 511千円）

水洗便所改造促
進預託金

（うち仮払消費税及び地方消費税 534千円）
5,865

１ 企業債償還金

固定資産購入費

固定資産購入費

雨水管渠建設費

汚水管渠建設費
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（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー

処理場の運転管理等による支出 △ 1,181,570

人件費支出 △ 98,042

営業収入 2,029,574

負担金、補助金等収入 564,542

その他の収支 68,459

小計 1,382,963

利息及び配当金の受取額 3,491

利息の支払額 △ 223,053

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,163,401

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 1,661,137

国庫補助金等による収入 484,063

投資による支出 △ 2,546

投資による収入 2,546

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,177,074

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 1,381,600

企業債の償還による支出 △ 1,583,957

他会計からの出資による収入 122,405

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 79,952

Ⅳ　資金の増減額 △ 93,625

Ⅴ　資金の期首残高 1,389,959

Ⅵ　資金の期末残高 1,296,334

令和６年度深谷市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和７年３月３１日)
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済

(人)

（単位：千円）

給与費明細書

１　総　括 （単位：千円）

区 分
４月１日職員数 給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 合 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 12 4,541 42,516 29,157 76,214 22,477 98,691

資本勘定支弁職員 0 10 0 37,539 20,061 57,600 17,267 74,867

合 計 0 22 4,541 80,055 49,218 133,814 39,744 173,558

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 12 4,168 40,469 25,817 70,454 20,418 90,872

資本勘定支弁職員 0 10 0 37,695 20,410 58,105 16,427 74,532

合 計 0 22 4,168 78,164 46,227 128,559 36,845 165,404

比
較

損益勘定支弁職員 0 0 373 2,047 3,340 5,760 2,059 7,819

資本勘定支弁職員 0 0 0 △  156 △  349 △ 505 840 335

合 計 0 0 373 1,891 2,991 5,255 2,899 8,154

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

通勤手当
特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 5,091 2,905 19,587 15,822 1,789 1,955 1,028 7 1,034 0 49,218

前 年 度 4,953 3,031 18,503 14,160 1,260 1,801 1,109 0 1,410 0 46,227

比 較 138 △  126 1,084 1,662 529 154 △  81 7 △  376 0 2,991
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（単位：千円）

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 ［１　ア　会計年度任用職員以外の職員（一般職）］

そ の 他 増 減 分 410  配置換え等

手当 2,149
制度改定に伴う増減分 836  期末・勤勉手当の引上げ等

そ の 他 増 減 分 1,313  配置換え等

給料 1,891

給与改定に伴う増減分 839

昇 給 に 伴 う 増 減 分 642

（単位：千円）

区　分 増 減 額 増 減 事 由 説　　　　　　　明 備　　　考

0 0 0 0 0 842比 較 0 0 91 751 0

0 0 0 0 0 809前 年 度 0 0 809 0 0

0 0 0 0 0 1,651

特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 0 0 900 751 0

955

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

通勤手当

合 計 0 373 842 1,215 △  260

0 0 0 0 0 0

5,617

比
較

損益勘定支弁職員 0 373 842 1,215 △ 260 955

資本勘定支弁職員

合 計 2 4,168 809 4,977 640

640 5,617

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

1,651 6,192 380 6,572

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 4,168 809 4,977

380 6,572

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 4,541 1,651 6,192

合 計 2 4,541

イ　会計年度任用職員（一般職） （単位：千円）

区 分
4月1日 給与費 法 定

福 利 費
合 計

職員数（人） 報 酬 手 当

154 △  81 7 △  376 0 2,149比 較 138 △  126 993 911 529

1,801 1,109 0 1,410 0 45,418前 年 度 4,953 3,031 17,694 14,160 1,260

1,955 1,028 7 1,034 0 47,567

特殊勤務
手 当

住居手当 児童手当 合 計

本 年 度 5,091 2,905 18,687 15,071 1,789

7,199

手
当
の
内
訳

区 分 地域手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当
管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

通勤手当

合 計 0 1,891 2,149 4,040 3,159

0 △  156 △  349 △ 505 840 335

159,787

比
較

損益勘定支弁職員 0 2,047 2,498 4,545 2,319 6,864

資本勘定支弁職員

合 計 20 78,164 45,418 123,582 36,205

85,255

資本勘定支弁職員 10 37,695 20,410 58,105 16,427 74,532

127,622 39,364 166,986

前
年
度

損益勘定支弁職員 10 40,469 25,008 65,477 19,778

22,097 92,119

資本勘定支弁職員 10 37,539 20,061 57,600 17,267 74,867
本
年
度

損益勘定支弁職員 10 42,516 27,506 70,022

合 計 20 80,055 47,567

区 分
4月1日 給与費 法 定

福 利 費
合 計

職員数（人） 給 料 手 当 合 計

ア　会計年度任用職員以外の職員（一般職） （単位：千円）
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〔以下、令和６年１月１日現在における給与等の状況です。〕

３　給料及び手当の状況

(１)　職員１人当たりの給与

(２)　初任給（令和６年１月１日現在） （単位：円）

(３)　級別職員数

(級別の基準となる職務)

区　　　分

令和６年１月１日現在

高 校 卒

短 大 卒

大 学 卒

170,900

184,600

202,400

170,900

184,600

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額令和５年１月１日現在

企業職（事務・技術職）

304,512

350,868

41.9

304,229

352,807

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

（円）

平 均 年 齢 （歳）

区 分 企業職（事務・技術職）
一般会計の制度

行 政 職

41.8

202,400

区　　分
級 職員数(人) 構成比(％)

企業職（事務・技術職）
区　　分

企業職（事務・技術職）

級 職員数(人) 構成比(％)

1

2

5.3

5.3

3

4

5

6

7

8

計

1

1

10

5

1

1

19

52.6

26.2

5.3

5.3

100.0

令和６年１月１日現在 令和５年１月１日現在

1 1 5.0

2 1 5.0

3 11 55.0

4 5 25.0

5 1 5.0

6 1 5.0

7

8

計 20 100.0

次　長

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

部　長

区　分

企　業　職
（事務・技術職）

８　級

主事補・技師補 主事・技師 主　任 係長・主査 課長補佐 課長・主幹
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（４）　特殊勤務手当　

給料総額に対する比率（％） 0.00

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額
（ 円 ）
代表的な特殊勤務手当の名称

（５）　期末手当・勤勉手当（令和６年１月１日現在）

6月 12月

本 年 度 2.200 2.300 4.50

前 年 度 2.150 2.250 4.40

一 般 会 計 の 制 度 2.200 2.300 4.50

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和６年１月１日現在）

区 分 備 考

支 給 率 等

一般会計の制度(支給率等)

（７）　その他の手当（令和６年１月１日現在）

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　じ

同　　じ

差 異 の 内 容

同　　じ

同　　じ

47.70900

47.70900

24.586875

24.586875

47.70900

47.70900

33.27075

33.27075

区 分

支給率計

企 業 職

（事務・技術職）

区 分

0.00

衛生処理業務勤務手当

最高限度額

（単位：月分）

有

有

有

２５年勤続の者 ３５年勤続の者２０年勤続の者

0

支給期別支給率

（単位：月分）

備 考
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置
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債務負担行為に関する調書

― ―
公共下水道管路施設維持管理業
務委託

251,000

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和６年度）

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

― ―

水洗化促進改造資金利子補給
（令和６年度）

借入額に対する
利 子 相 当 額

― ―

―

借入額に対する
利 子 相 当 額

令和４年度から
令和５年度まで

452,500

1,427,300

―

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和４年度）

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和３年度）

令和５年度まで 42

水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和５年度）

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

― ―

水洗化促進改造資金利子補給
（令和４年度）

39

水洗化促進改造資金利子補給
（令和５年度）

借入額に対する
利 子 相 当 額

2,000

水洗化促進改造資金利子補給
（令和２年度）

借入額に対する
利 子 相 当 額

令和２年度から
令和５年度まで

87

損害共済等保険料

深谷・岡部浄化センター運転管理
等業務委託

―

―

61,600

―

―

下水道使用料等徴収事務経費負
担金

―

―管渠施設維持管理費

事務所等賃借料

―

トイレ清掃業務委託 900 ― ―

―

―
借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

―

―

25

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

前 年 度 末 ま で の 支 払 義 務
発 生 （ 見 込 ） 額

―
水洗化促進改造資金貸付に係る
損失補償（令和２年度）

借 り 入 れ た
資 金 及 び 利 子

処理施設維持管理費

3,500

―

1,900

―

――

システム保守業務費

期 間

水洗化促進改造資金利子補給
（令和３年度）

―

1,800 ―

令和３年度から
令和５年度まで

借入額に対する
利 子 相 当 額

金 額

限　度　額事　　　項
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（単位：千円）

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 １ ０ 年 度 ま で

251,000 251,000― ―

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ ― ― 限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

限度額に同じ ― ― 限度額に同じ

―

―

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 １ ０ 年 度 ま で

1,427,300

限度額に同じ

1,427,300―

―

限度額に同じ ― ―
水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

61,600

452,500

限度額に同じ

―

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

―

限度額に同じ

限度額に同じ

左の財源内訳

期 間

令 和 ７ 年 度 ま で

―

限度額に同じ

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

― ―

―

―3,500

2,000

令 和 ７ 年 度 ま で

―

―

― 1,800

―

― 1,900

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

900 ― ― 900

452,500令 和 ７ 年 度 ま で

令 和 ７ 年 度 ま で 1,900

限度額に同じ ―

限度額に同じ

限度額に同じ

―

限度額に同じ

―

限度額に同じ

限度額に同じ

―

― ―
水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

― ―

限度額に同じ

限度額に同じ

限度額に同じ

―限度額に同じ

金 額

当 年 度 以 降 の 支 払 義 務
発 生 予 定 額

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

3,500

1,800

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

企 業 債 国庫補助金

―

令 和 ７ 年 度 ま で

61,600令 和 ７ 年 度 ま で

2,000

―

水洗化促進改造資金融資
あっせん制度適用期間中

―

損 益 勘 定
留 保 資 金
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有形固定資産合計

無形固定資産合計

1,701,818

資 産 合 計 57,603,950

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 △ 37,908 405,484

（２） 未 収 金 443,392

（１） 現 金 預 金 1,296,334

（３） 投 資

２ 流 動 資 産

840,232

固 定 資 産 合 計 55,902,132

投 資 合 計

ニ 投 資 有 価 証 券 600,000

ロ 電 話 加 入 権 468

673,057

イ 出 資 金 406

ロ 投 資 25

ハ 基 金 239,801

イ 施 設 利 用 権 672,589
（２） 無 形 固 定 資 産

54,388,843

減 価 償 却 累 計 額 △ 30,223 22,958

ト 建 設 仮 勘 定 28,327

ヘ 工具、器具及び備品 53,181

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,580 548

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,539,949 3,578,687

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 6,128

ニ 機 械 及 び 装 置 10,118,636

減 価 償 却 累 計 額 △ 30,458,080 47,044,729

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,230,241 598,570

ハ 構 築 物 77,502,809

ロ 建 物 4,828,811

イ 土 地 3,115,024

（１） 有 形 固 定 資 産

資　　産　　の　　部
１ 固 定 資 産 （単位：千円）

　令和６年度深谷市下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

税抜
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自己資本金合計

資本剰余金合計

資 本 合 計 16,842,821

負 債 資 本 合 計 57,603,950

利 益 剰 余 金 合 計 806,539

剰 余 金 合 計 2,823,290

当年度未処分利益剰余金

減 債 積 立 金 120,000

イ 建 設 改 良 積 立 金 460,000

ハ 226,539

2,016,751

（２） 利 益 剰 余 金

ロ

ホ 基 金 積 立 金 利 息 24,419

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 616,649

ハ 県 補 助 金 5,000

イ 負 担 金 78,359

ロ 国 庫 補 助 金 1,292,324

（１） 資 本 剰 余 金

７ 剰 余 金

14,019,531

資 本 金 合 計 14,019,531

イ 固 有 資 本 金 407,383

ロ 繰 入 資 本 金 13,612,148

（１） 自 己 資 本 金

資　　本　　の　　部

６ 資 本 金

繰 延 収 益 合 計 22,714,631

負 債 合 計 40,761,129

（１） 長 期 前 受 金 41,082,484

（２） 収 益 化 累 計 額 △ 18,367,853

流 動 負 債 合 計 2,423,145

５ 繰 延 収 益

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 13,196

（２） 未 払 金

790,020イ 未 払 金

（１） 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 1,619,929

４ 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計 15,623,353

イ 修 繕 引 当 金 75,140

（２） 引 当 金

（１） 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 15,548,213

負　　債　　の　　部

３ 固 定 負 債
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１ 営 業 収 益

(3) その他営業収益 738 1,916,615

(2) 処 理 場 費 762,719

(5)

（単位：千円）

(1) 下水道等使用料 1,795,020

(2) 他会計負担金 120,857

２ 営 業 費 用

(1) 管 渠 費 73,917

(3) 普 及 促 進 費 17,519

(4) 総 係 費 199,697

減 価 償 却 費 1,852,651

△ 1,012,644

(6) 資 産 減 耗 費 22,756 2,929,259

営 業 損 失

　　   (令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)

　　　令和５年度深谷市下水道事業予定損益計算書令和５年度深谷市下水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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３ 営 業 外 収 益

(3) 他会計補助金 61,886

(4) 長期前受金戻入 850,060

(1) 受 取 利 息 3,548

(2) 他会計負担金 423,615

(5) 雑 収 益 795 1,339,904

４ 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 234,869

(2) 雑 支 出 5,149 240,018 1,099,886

５ 附帯事業収益

(1) 太陽光発電売電収入 68,906 68,906

経 常 利 益 127,021

７ 特 別 損 失

６ 附帯事業費用

(1) 太陽光発電事業費用 29,127 29,127 39,779

当 年 度 純 利 益 126,271

前年度繰越利益剰余金 100,040

(1) 過年度損益修正損 750 750 750

226,311当年度未処分利益剰余金
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ニ 投 資 有 価 証 券 600,000

１ 固 定 資 産 （単位：千円）

　令和５年度深谷市下水道事業予定貸借対照表

      　　　　資　　産　　の　　部

イ 土 地 3,115,024

（１） 有 形 固 定 資 産

ハ 構 築 物 76,064,068

ロ 建 物 4,828,811

減価償却累計額 △ 28,912,300 47,151,768

減価償却累計額 △ 4,189,145 639,666

ホ 車両及び運搬具 6,128

ニ 機 械 及 び 装 置 9,973,365

減価償却累計額 △ 5,402 726

減価償却累計額 △ 6,230,169 3,743,196

ト 建 設 仮 勘 定 28,327

ヘ 工具、器具及び備品 52,156

54,701,508

減価償却累計額 △ 29,355 22,801

有形固定資産合計

イ 施 設 利 用 権 640,457

（２） 無 形 固 定 資 産

ロ 電 話 加 入 権 468

640,925無形固定資産合計

（３） 投 資

ロ 投 資 25

ハ 基 金 237,255

イ 出 資 金 406

投 資 合 計 837,686

固 定 資 産 合 計 56,180,119

（１） 現 金 預 金 1,389,959

２ 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 △ 44,412 374,265

（２） 未 収 金 418,677

流 動 資 産 合 計 1,764,224

資 産 合 計 57,944,343

（令和６年３月３１日）

税抜
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85,640

1,583,956

（１） 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

固 定 負 債 合 計 15,872,183

４

15,786,543

       　　　　　負　　債　　の　　部

（１） 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債

３ 固 定 負 債

イ 修 繕 引 当 金

（２） 引 当 金

流 動 負 債

（２） 未 払 金

616,013

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

イ 未 払 金

12,552

2,212,521

５ 繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

        　　　資　　本　　の　　部

繰 延 収 益 合 計 23,141,997

負 債 合 計 41,226,701

（１） 長 期 前 受 金 40,643,232

（２） 収 益 化 累 計 額 △ 17,501,235

（１） 自 己 資 本 金

６ 資 本 金

イ 固 有 資 本 金 407,383

ロ 繰 入 資 本 金 13,489,743

自己資本金合計 13,897,126

資 本 金 合 計 13,897,126

（１） 資 本 剰 余 金

７ 剰 余 金

ハ 県 補 助 金 5,000

イ 負 担 金 78,359

ロ 国 庫 補 助 金 1,292,324

ホ 基金積立金利息 21,873

ニ 受贈財産評価額 616,649

ハ 226,311

資本剰余金合計 2,014,205

（２） 利 益 剰 余 金

イ

当年度未処分利益剰余金

ロ 減 債 積 立 金 120,000

資 本 合 計 16,717,642

負 債 資 本 合 計 57,944,343

利 益 剰 余 金 合 計 806,311

剰 余 金 合 計 2,820,516

建設改良積立金 460,000
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

（ア）

（イ） 主な耐用年数

イ 無形固定資産

引当金の計上方法

ア

イ

ウ

エ

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式をとっている。

予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

定額法

５０年

１５～２０年

平成２６年３月３１日以前に引き当てられた従前の修繕引当金のみ計

上されており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

職員の期末・勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支

給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

一般会計が負担することとしているため、計上していない。

賞 与 引 当 金

１

修 繕 引 当 金

（２）

定額法

退職給付引当金

貸 倒 引 当 金

（１）

（３）

２

（１）

５０年

注　記　事　項

償 却 資 産

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内

に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５３２，２１２千円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不

能見込額を計上している。
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セグメント情報の開示

報告セグメントの概要

報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日）

３

（１）

（２）

　深谷市下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営

方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとして

いる。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

農業集落排水事業

事業区分

市街地における汚水（生活排水等）排除及び処理、雨水排除

農業集落における汚水（生活排水等）排除及び処理

事業の内容

公共下水道事業

（単位：千円）　税抜

  無形固定資産の増減額 966,976 △ 1,247,509 △ 280,533

 ・有形固定資産及び

その他項目

 ・繰延収益 16,257,202 6,457,429 22,714,631

 ・その他 839,493 38,863 878,356

セグメント負債　 30,836,737 9,924,392 40,761,129

 ・企業債 13,740,042 3,428,100 17,168,142

経常損益 55,062 △ 39,084 15,978

セグメント資産 45,489,120 12,114,830 57,603,950

営業費用 2,318,397 773,636 3,092,033

営業損益 △ 631,670 △ 484,731 △ 1,116,401

営業収益 1,686,727 288,905 1,975,632

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計
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